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消防団基金

将来分は
責任準備金等
として積立

Ａ市
Ｄ町
Ｇ村

損害補償

一時
金

年金

死亡した
団員の
遺族

特別な掛金による負担増
約２００億円を特別交付税措置

支給額の概要
○一時金 2,230万円
○年金 310万円
※勤続年数10年未満の分団長
（扶養家族：妻及び子２人の場合）

福祉事業
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平成２３年度地方交付税について
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（資料４）

消 防 災 第 ２ ６ ５ 号
平 成 2 3 年 8 月 1 0 日

各 都 道 府 県 知 事
殿

各 指 定 都 市 市 長

消 防 庁 長 官

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部を
改正する政令の施行について（通知）

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部を改正する政令
（平成２３年政令第２５４号）が、平成２３年８月１０日に公布、施行されました。

ついては、貴都道府県内の市町村及び関係一部事務組合に対し、下記事項に留意
の上、今回の政令改正の趣旨に沿って適切に運用されるよう周知願います。

記

１ 改正の趣旨

東日本大震災に係る消防団員等公務災害補償に要する経費の支払等の安定的な
実施を確保するため、平成２３年度に限り、市町村及び水害予防組合が消防団員
等公務災害補償等共済基金又は指定法人に支払う掛金の額を引き上げること。

２ 改正の内容

平成２３年度に限り、市町村又は水害予防組合の消防団員等公務災害補償責任
共済契約に係る掛金の額を団員１人当たり１，９００円から２４，７００円に引
き上げたこと。（第４条第１項第１号及び第２号並びに第２項第１号）

３ 適用関係

平成２３年度に限り、改正後の掛金の額から改正前の掛金の額を控除した残額
に相当する金額の掛金の支払期限を原則１２月末日とするなど、消防団員等公務
災害補償等共済基金又は指定法人に対する市町村及び関係一部事務組合の掛金に
ついて、支払期限の特例を設けたこと。
（改正政令附則第２項）
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（資料５）

事  務  連  絡  
平 成 2 3 年 8 月10 日  

 
各都道府県消防団担当課 
各政令市消防団担当課 
 

  消防庁国民保護・防災部 
防 災 課 

 
  消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の 

一部を改正する政令による掛金の引き上げ額について 

 

東日本大震災による消防団員の死者・行方不明者は、２５１名（８月３日現

在）に上っており、その多くが公務中であったため、当該団員の属する市町村

は、確実な公務災害補償を行う必要があります。 

そのため、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令（昭和

３１年政令第３４６号）が改正され、平成２３年度に限り、市町村又は水害予

防組合の消防団員等公務災害補償責任共済契約に係る掛金が、団員１人あたり

１，９００円から２４，７００円に引き上げられ、その引き上げ分に相当する

掛金の支払期限が原則として１２月末日とされるとともに、この改正に係る市

町村の負担増については、特別交付税により、個々の市町村に措置されること

とされているところです。 

この改正による引き上げ額（２２，８００円）は、消防団員等公務災害補償

等共済基金の各市町村等への調査結果を基に、一定の前提をおいて計算したも

のです（詳細は別紙のとおり）。 

これにより公務災害でお亡くなりになった消防団員のご遺族への公務災害補

償の確実な実施が確保されることとなるものであり、都道府県におかれまして

は、関係市町村及び関係一部事務組合に対して、この内容を周知いただくとと

もに、各市町村においては、必要な予算措置等、その取扱いに遺漏なきよう、

重ねてお願いいたします。 

なお、公務災害の認定の手続については、現在まさにその作業が進められて

いるところであり、実際の公務認定の結果については、今回、計算に用いた数

値とずれることも想定されますので、その取扱いについてはご留意願います。 

 

 

御中 
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掛金の引き上げ額の考え方について 
 
１．東日本大震災により死亡した団員 1 人あたりに要する補償額 

（単位：千円） 
  平成 23 年度支給分 責任準備金等（注２） 
43 人（注１）分の総額 損害補償 138,452 2,934,348 

福祉事業 950,987    586,865 
1 人あたり単価 損害補償 3,220 68,241 

福祉事業 22,116 13,648 
（注１）5 月 30 日時点で、ご遺族の状況等が把握でき、補償額の計算が可能であった方 
（注２）消防団員等公務災害補償等共済基金（消防団基金）は、毎事業年度の末日において、翌事業年度以後

の期間の支給すべき額を、消防団員等公務災害補償に要する経費に充てるべき責任準備金として積み立てる

こととされている。（消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律第 33 条、消防団員等公務災害補償

等共済基金の会計及び資産の運用その他財務に関する規則第 22 条） 
 
２．東日本大震災により死亡した非常勤消防団員等にかかる補償額等 

（単位：百万円） 
 団員（1.で計算した１人あたり単価の 215 人（注３）分） 
 平成 23 年度支給分 責任準備金等 

損害補償 692 14,672 
福祉事業 4,755 2,934 

計 5,447 17,606 
（注３）死者・行方不明者（251名）のうち、消防団基金の調査を基に、公務中であったと推定される人数 

 
３．平成 23 年の掛金の額の計算に用いる消防団員等の定員 

区 分 数 備 考 
団 員 
 消防団員の定員 
 水防団員の定員 

（千人） 
863.0 
18.7 

 
関係市町村の平成 22 年 10 月 1 日現在の定員 
関係市町村及び契約水防事務組合の平成 22 年 10 月 1
日現在の定員 

 
４．掛金引き上げ額 
 必要となる掛金の引き上げ額 
 ＝｛平成 23 年度支給分＋責任準備金等－消防団基金の変動調整準備金（注４）｝ 

／消防団員及び水防団員の定員 
 ＝（5,447 百万円＋17,606 百万円－3,000 百万円）／（863.0 千人＋18.7 千人） 
 ＝ 22,744 円   → 22,800 円 
 
（注４）消防団基金の変動調整準備金のうち、過去に公務中に死亡・負傷等をされた方に対応する部分等を除

いた、現時点で活用可能な額 

別紙 


